
陸上貨物運送事業の

労働災害発生状況と働き方改革への対応について

令和元年５月１６日

陸上貨物運送事業労働災害防止協会
京都府支部通常総会

京都労働局健康安全課

http://www.mhlw.go.jp/


本 日 の 内 容

Ⅰ 労働災害発生状況

Ⅱ 陸上貨物運送事業の安全衛生対策

Ⅲ 働き方改革

・ 労働安全衛生法等の改正

・ 治療と職業生活の両立支援



Ⅰ 労働災害発生状況
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労働災害発生状況の推移（京都）
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製造業, 458

（18.5%）

運輸業, 430

（17.4%）

商業, 363

（14.6%）
建設業, 296

（11.9%）

保健衛生業, 288

（11.6%）

接客娯楽業, 223

（9.0%）

清掃・と畜業, 121

（4.9%）

農林・畜産業, 77

（3.1%）

その他, 222

（9.0%）

全産業：2,478件

平成３０年業種別労働災害発生状況
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資料：労働者死傷病報告
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過去10年間の業種別労働災害発生状況の推移

8

502

481

524

477

480 423 466 
435 

483 
458 

323 325

386

313

369
405

426 

410 412 

430 

326

335

375
363 361

345 339 336 331 

363 

325 328
351 358

341
353

308 

271 

304 296 

170

143

180
195

238

179

225 216 211 214 

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

製造業

運輸業

商業

建設業

社会福祉施設

94

117 131

91
121

134
141 

145 135 129 

225
206

254

219
246

269

283 

252 
275 

300 

4
2

1 3 2 2 2 2 2 2 

0

50

100

150

200

250

300

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

鉄道等・道路旅客運送業

道路貨物運送・陸上貨物取扱業

その他の運輸交通・港湾運送業

上記運輸業の推移の内訳



【陸運業】過去10年間の事故の型別労働災害の推移
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【陸運業】過去10年間の事故の型別死亡労働災害の推移

発生年

死亡災害

H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０

全産業 ２３ ２０ １８ １１ １６ １８ ２０ ８ ２１ ９

陸運業 ２ ３ ２ １ １ ５ ２ １ ３ １

事
故
の
型

交通事故 １ １ １ 1 １ ４ ２ １ ２

墜落転落 １ １ １

過重労働 １

その他 １
崩壊・倒壊

１
激突され

１
挟まれ

巻き込ま
れ



第１３次労働災害防止計画が目指す社会（全国）

【基本理念】

「働く方々の一人ひとりがかけがえのない存在であり、

それぞれの事業場において、一人の被災者も出さない」

【そのために・・・】
「日々の仕事が安全で健康的なものとなるよう、

不断の努力が必要」
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～労働災害を減らし、安心して健康に働くことができる職場の実現に向けて～



計画の目標

○ 12次防期間内と比較して、本推進計画期間内の死亡者数を15％以上減少させる。

○ 2017年と比較して、2022年までに休業4日以上の死傷者数を5％以上減少させる。

○ 重点とする業種の目標

○ 上記以外の目標については、以下のとおりとする。
① メンタルヘルス対策に取り組んでいる労働者50人以上の事業場の割合を90％以上（ストレスチェックに取

り組んでいる事業場 83.9％：2017集計）とする。

② 保健衛生業及び陸上貨物運送事業の腰痛による死傷者数を2017年と比較して、2022年までに減少させる。

③ 本推進計画期間の職場での熱中症による死傷者数を12次防期間と比較して、減少させる。

12次防期間 83名 13次防期間 70名

2017年 2,430名 2022年 2,308名

12次防期間 13次防期間

建設業 26名 ⇒ 22名

製造業 10名 ⇒ 8名

林業 4名 ⇒ 3名

表1 業種別目標（死亡災害） 2017年 2022年

陸上貨物運送事業 275名 ⇒ 減少させる

小売業 257名 ⇒ 減少させる

社会福祉施設 211名 ⇒ 減少させる

飲食店 118名 ⇒ 減少させる

表2 業種別目標（死傷災害）

計画期間：2018年度から2022年度までの5か年
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第13次労働災害防止推進計画（京都）
～ 労働災害を減らし、安心して健康に働くことができる職場の実現に向けて ～



Ⅱ 陸上貨物運送事業の安全衛生対策



（災害発生事業場等対策）

１ 安全衛生水準向上支援事業
２ 中小企業安全生成水準向上

個別サポート事業
３ ロールボックスパレットの使用

にかかる実技を含む研修会

（荷主対策）

１ 荷主等事業場の
荷役災害防止担当者教育講習会

２ 専門家による個別診断の実施
３ 荷主等との協議会への参画

令和元年度 陸災防と行政との連携計画
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Ⅲ 働き方改革

１ 労働基準法・労働安全衛生法の改正について
２ 治療と仕事の両立支援について
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（改正前）

法律上は、時間外労働に上限なし

（行政指導のみ）。

１年間＝12か月

残業時間
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

上限なし

年間６か月まで

大臣告示による上限
（行政指導）

（改正後）

法律で時間外労働の上限を定め、
これを超える時間外労働はできな
くなる。

１年間＝12か月

年間６か月まで

残業時間(原則)
月45時間
年360時間

法定労働時間
１日８時間
週40時間

法律による上限(原則)

法律による上限(例外)
・年720時間
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊

＊休日労働を含む

① 時間外労働の上限規制・・・時間外労働の上限を法律で罰則付きで規制

時間外労働の上限を法律で規制することは、71年前（1947年）に制定された労働基準法において初めての大改革。
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改正のポイント（労働時間法制の見直し）



自動車運転の業務
改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、適用後の上限時間は、年９６０時間とし、将来的な一般則の適
用については引き続き検討します。）

建設事業

改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、災害時における復旧・復興の事業については、複数月平均８０
時間以内・１か月１００時間未満の要件は適用しません。この点について
も、将来的な一般則の適用について引き続き検討します。）。

医師

改正法施行５年後に、上限規制を適用します。
（ただし、具体的な上限時間等については、医療界の参加による検討の場
において、規制の具体的あり方、労働時間の短縮策等について検討し、結
論を得ることとしています。）

鹿児島県及び沖縄県
における砂糖製造業

改正法施行５年後に、上限規制を適用します。

新技術・新商品等の
研究開発業務

医師の面接指導（※）、代替休暇の付与等の健康確保措置を設け
た上で、時間外労働の上限規制は適用しません。
※時間外労働が一定時間を超える場合には、事業主は、その者に必ず医師による
面接指導を受けさせなければならないこととします。

一部の事業・業種には上限規制の適用を猶予または除外
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１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 25%

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間

を超える労働時間

60時間以下 60時間超

大企業 25% 50%

中小企業 25% 50%

（現在） （改正後）

月60時間超の残業割増賃金率大企業、
中小企業ともに５０％

※中小企業の割増賃金率を引上げ

月60時間超の残業割増賃金率

大企業は５０％

中小企業は ２５％

◆中小企業の月60時間超の時間外労働に係る割増賃金率の引き上げ（猶予廃止）

中小企業に適用が猶予されていた月60時間超の時間外労働に係る割増賃金率の引き上げ（25%→50%）
について、平成35年４月より猶予を廃止し、50%以上の割増賃金率の支払いを義務づけ。
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そもそも、①の希望申出がしにくい
という状況がありました。

➔ 我が国の年休取得率：49.4%

（平成29年就労条件総合調査）

② 年次有給休暇の時季指定義務
・・・年５日の年次有給休暇を取得させることを企業に義務づけ

労働者 使用者

労働者の申出による取得（原則）

｢○月×日に休
みます」

労働者が使用者に
取得時季を申出

使用者の時季指定による取得（新設）

使用者が労働者に
取得時季の意見を聴取

労働者の意見を尊重し
使用者が取得時季を指定

｢○月×日に休ん
でください」

労働者 使用者

４/１
入社

１０/１ ４/１

10日付与
（基準日）

１０/１～翌９/３０までの１年間に５日
取得時季を指定しなければならない。

９/３０

（例）４/１入社
の場合

年次有給休暇が年10日以上付与される労働者に対して、そのうちの年５日について使用者が時季を指定
して取得させることを義務づけ。
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（１）長時間労働やメンタルヘルス不調などにより、健康リス

クが高い状況にある労働者を見逃さないため、

（２）産業医による面接指導や健康相談等が確実に実施される

ようにし、

（３）産業保健機能を強化するとともに、産業医の独立性や

中立性を高めるなどにより、

（４）産業医等が産業医学の専門的立場から労働者一人ひとり

の健康確保のためにより一層効果的な活動を行いやすい

環境を整備するため、

（５）産業保健機能の強化を図ることを目的。

１．安衛法改正の目的
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事業者

産業保健
スタッフ

産業医

衛生委員会

面

接
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導
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相

談

労働者の健康障害防止措置
等について意見

健康情報の
適正管理

労働者

産業医が行った
勧告内容の報告

法改正により
強化される内容

産業医の業務
内容の周知

健康相談の
体制整備

現行の内容

労働者への
就業上の措置

労働者の健康障害防止
措置等の調査審議

２ 産業医・産業保健機能の強化（全体像）
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（安衛法第13条第3項）

産業医は、必要な医学に関する知識に基づいて、誠実

にその職務を行わなければならないものとする（理念

規定の創設）。

（安衛則第14条第7項）

産業医に必要な医学に関する知識及び能力の維持向上を努力

義務として明確化。

（安衛則第13条第4項）

産業医の辞任又は解任等について、遅滞なく衛生委員会への

報告を事業者に義務付け。

※ 「遅滞なく」 ： 「おおむね１月以内」

産業医の独立性・中立性の強化

３ 産業医・産業保健機能の強化①

28

＜産業医の活動環境の整備＞



（安衛法第13条第4項）産業医への情報提供を事業者に義務付け。

（安衛則第14条の２）提供を義務付ける情報は以下のとおり。

３ 産業医・産業保健機能の強化②

29

提供しなければならない情報 提供の時期

①健康診断・（長時間労働者・高ストレス者への）

面接指導実施後の就業上の措置の内容（措置しない

場合はその旨と理由）

医師の意見聴取後、遅滞なく

（※5）

②長時間労働者（1月当たり80時間超の時間外・休日

労働）の氏名、超過時間（※3）
算定後、速やかに（※6）

③労働者の業務に関する情報であって産業医が労働

者の健康管理等を行うために必要と認めるもの (※4）
求められた後、速やかに（※6）

（※１）労働者50人未満の事業者は努力義務
（※２）情報提供の方法は書面・電子メール等による方法が考えられ、予め、事業場ごとに事前に決めておき、

事業者は提供したことを記録・保存していくことが望ましい。
（※３）該当者がいない場合は、「いない」という情報
（※４） ①労働者の作業環境、②労働時間、③作業態様、④作業負荷の状況、⑤深夜業等の回数・時間数などの

うち、産業医が労働者の健康管理等を適切に行うために必要と認めるものが含まれる。
（※５） 「遅滞なく」＝「おおむね１月以内」 （※６）「速やかに」＝「おおむね２週間以内」

＜産業医の活動環境の整備＞

産業医に対する情報提供等

（※1、2）



３ 産業医・産業保健機能の強化⑤

（安衛法第13条の３）

産業医等が労働者からの健康相談に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備等を、事業者の努力義務として規定。

産業医等に直接健康相談ができる環境整備
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（安衛法第101条第2項）

産業医の業務に関する事項等を、労働者に周知することを

事業者に義務付け。

（安衛則第98条の２第2項）

周知を義務付ける事項は、

・産業医の業務の具体的な内容

・産業医に対する健康相談の申出方法

・産業医による労働者の健康情報の取扱い方法

＜産業医の活動環境の整備＞



①労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができる健康情報は労働者に周知した上で取得

②労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができない健康情報は、本人同意を得た上で取得 人事労務管理者

労
働
者
の
健
康
情
報

産業医

労働者の上司

健康管理担当者

労働者等の安全・健康確保
の範囲内で健康情報を使用

事業場ごとの取扱規程の策定・周知・運用により、以上のスキームを実現

必要に応じて健康情報を加工

産業保健部門

人事労務管理部門等
＜指針のポイント＞

＜指針の目的＞
○労働者が、不利益な取扱いを受けるという不安を抱くことなく、安心して産業医等によ
る健康相談等を受けられるようにする。
○事業者が、必要な情報を取得して、労働者の健康確保措置を十全に行えるようにする。

（労働者の全健康情報を取得）
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労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために
事業者が講ずべき措置に関する指針①（平成30年９月７日 公示第１号）

３ 産業医・産業保健機能の強化⑦

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwikoqn-rOrUAhUKO7wKHd6MDpwQjRwIBw&url=http://free-illustrations.gatag.net/tag/%E5%8C%BB%E8%80%85-%E5%8C%BB%E5%B8%AB-%E3%83%89%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%BC&psig=AFQjCNHIVfaJSw7iij2Jyn7yoDOKJMfX5A&ust=1499076419085167
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厚生労働省のホームページに掲載されています。



（安衛則第52条の７の３第２項）
把握した労働時間の状況の記録を作成し、3年間保存するための必要
な措置を講じなければならない。

（安衛則第52条の７の３第１項）
労働時間の把握方法は、タイムカードによる記録、パーソナルコン
ピューター等の電子計算機の使用時間の記録等の客観的な方法その
他の適切な方法とする（別途通知予定）。

＊労働基準法第41条の２第１項の規定により労働する労働者（高度プロフェッショナル制度

の適用労働者）以外の全ての労働者が対象（みなし労働時間制適用労働者、管理監督者も

含む。）

＊「労働時間の状況」＝「いかなる時間帯にどの程度の時間、労務を提供しえる状態に

あったか」

４ 面接指導 ①
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実労働時間労働時間の
状況

＜労働時間の状況の把握 ①＞長時間労働などにより健康リスクが高い状況の労働者を見逃さな
いため、確実に医師による面接指導が実施されるために必要。

（安衛法第66条の８の３）
客観的な方法その他適切な方法により労働時間の状況を把握すること
を事業者に義務付け。



（安衛法第66条の８第１項）
事業者は、その労働時間の状況その他の事項が労働者の健康の
保持を考慮して省令で定める要件に該当する労働者に対し、医
師による面接指導を行わなければならない。

（安衛則第52条の2第1項）
一般労働者に対する面接指導の対象を、現行の「１月当たり100時

間超」から「１月当たり80時間超」へ見直し。（※1）
（安衛則第52条の2第2項）

時間外・休日労働時間の算定は、毎月１回以上、一定に期日を定めて行う必要がある。

（安衛則第52条の2第3項）
１月当たり80時間超の時間外・休日労働を行った労働者に対し、
労働時間の状況に関する情報を算定後、速やかに（※２）通知する
（※3）ことを事業者に義務付け（※4） 。

（※１）1月当たり80時間超～100時間までの（労働基準法第36条第11項に規定する新たな技術、商品又は役務の）研究開発業務に従事する

労働者も対象

（※２）「速やかに」＝「おおむね２週間以内」

（※３）書面や電子メール等による通知。時間外・休日労働時間数が記載されている給与明細でも構わない。

（※４）労働者から開示を求められたら応じることが望ましい。

４ 面接指導 ④
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＜面接指導の対象労働者の要件＞



（※）労働基準法第41条の２第１項の規定により労働する労働者（高度プロフェッショナル制度の

適用労働者）については、別途

１００H
①研究開発業務

申出なし

８０H

要申出

②一般労働者

上限

③管理監督者

④裁量労働制

義務

義務

義務

義務

労働時間の状況

要申出

要申出

義務（罰則付き）

要申出

労働時間の状況

労働時間の状況

労働時間の状況

５ 各労働時間制度に係る医師の面接指導の要件
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事業者が全ての労働者（管理監督者や裁量労働制の対象労働者も含む。ただし、高度プロフェッショナル制度適用労働者は
除く。）の労働時間の状況を把握 ≪ガイドライン→法律≫

事業者が産業医に時間外・休日労働時間80h/
月超の労働者の情報を提供 ≪省令→法律≫

産業医が情報を元に労働者に面接指導の申出を勧奨することができる ≪省令≫

残業時間80h/月超の労働者が事業者に面接指導の申出 ≪省令≫

事業者が産業医等による面接指導を実施 ≪法律≫

事業者が産業医等から労働者の措置等に関する意見を聴く ≪法律≫

事業者が産業医等の意見を踏まえて必要な措置を講じる ≪法律≫

産業医が労働者の健康を確保するために必要があると認める場合は事業者に勧告 ≪法律≫

事業者が産業医の勧告内容を衛生委員会に報告 ≪法律≫

事業者が産業医に措置内容を情報提供 ≪法律≫

※面接指導の対象となる時間外・休日労働時間の基準を100h/月超から80h/月超に強化

※面接指導の対象となる残業時間の基準を100h/月超から80h/月超に強化

拡充

拡充

拡充

新規

新規

産業医が勧告を行う場合は事業者から意見を求める ≪省令≫新規

６ 長時間労働者の健康確保の強化
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事業者は時間外・休日労働時間80h/月超の
労働者本人へ通知 ≪省令≫

新規
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３/３１ ４/１ ４/３０

労働時間の状況把
握の算定期間が３
月を含む場合

（１）労働時間の状況把握の算定期間が３月を含む場合のみ経過措置が発生

（経過措置の内容）

➢労働時間の状況把握は不要（改正法第66条の８の３は適用されない）

➢時間外・休日労働が80hr／月超～100hr／月以下の者について、

・面接指導の規定は適用されず（現行（改正前）の法第66条の８を適用）、

・産業医への情報提供も不要（改正安衛則第14条の２第１項第２号）

➢なお、以下については労働時間の状況把握の期間に関係なく、４月１日から適用

・事業者への勧告に係る規定（改正安衛則第14条の３）

・面接指導の結果についての医師からの意見聴取が4月1日以降に行われた場

合は、事業者は産業医へ事後措置の内容を情報提供しなければならないこと。

（改正安衛則第14条の２第１項第１号）

（２）労働時間の状況把握の算定期間が３月を含まない場合（４月１日以降を
起算日としたもの）は経過措置は発生せず、改正安衛法が全面適用。

７ 経過措置（長時間労働者への医師による面接指導）



Ⅲ-２ 治療と仕事の両立支援対策
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労働者にとっての意義
疾病にかかったとしても、本人が希望する場合は、疾病を増悪させることがないよう、適切な治

療を受けながら、仕事を続けられる可能性が高まる。

事業者にとっての意義
疾病による従業員の離職を防ぐことで、貴重な人材資源の喪失を防ぐことが可能となると共に、

従業員のモチベーション向上から、労働生産性の維持・向上にもつながる。

主治医を含めた医療関係者にとっての意義
仕事を理由とする治療の中断や、仕事の過度な負荷による疾病の増悪を防ぐことで、疾病の治療

を効果的に進めることが可能となる。

社会にとっての意義
疾病を抱える労働者の方々も、それぞれの状況に応じた就業の機会を得ることが可能となり、全

ての人が生きがい、働きがいを持って各々活躍できる社会の実現に寄与することが期待される。

各々の立場からそれぞれの意義が見出されるそれぞれの意義から
共通の認識が生み出され、共通のゴールへと導く

39

それぞれの視点からの両立支援の意義

健康経営とは

「企業が従業員の健康に配慮することによって、経営面においても、大きな成果が期待できる」
との基盤に立って、健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践することを意味する。

健康経営において、産業保健活動は、経営上の「コスト」ではなく、戦略的な「投資」



■ 事業者による基本方針等の表明と労働者への周知

■ 研修等による両立支援に関する意識啓発

■ 相談窓口の明確化等

労働者が安心して相談・申出できる相談窓口及び情報の取扱い等を明確化

■ 休暇・勤務制度の整備

両立支援のために利用できる休暇・勤務制度を検討・導入

【休暇制度】時間単位の年次有給休暇、傷病休暇・病気休暇

【勤務制度】短時間勤務制度、テレワーク、時差出勤制度、試し出勤制度

１ 両立支援を行うための環境整備（実施前の準備事項）

疾病を抱える労働者が、職場において適切な就業上の措置や治療に対する配慮が行
われるよう、企業における治療と仕事の両立支援の具体的な取組の進め方等をまと
めた「ガイドライン」を作成（平成28年２月公表…平成31年3月一部改訂）

【参考資料】
○ 「疾患別留意事項」を作成（がん、脳卒中、肝疾患、難病 ）
○ 「企業・医療機関連携マニュアル」を作成（平成30年３月公表）

ガイドラインの概要

治療と仕事の両立支援のためのガイドライン
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「両立支援コーディネーター」の養成

担い手： 企業の人事労務担当者や産業保健スタッフ・医療機関の医療従事者・支援機関等

機 能： 支援対象者に寄り添いながら継続的な相談支援等を行うこと

役 割： それぞれの立場における支援の実施 及び 関係者との連携・調整

支援対象者の同意を前提として、治療に関する情報や業務に関する情報等を得て、
支援対象者の治療や業務の状況に応じた必要な配慮等の情報を整理して本人に提供する 等

両立支援コーディネーター

主治医

（産業医）

企 業 医療機関
支援機関等

労働者（患者）

相談支援 相談支
援

相談支援

企業の両立支援コーディネーター
・人事労務担当者
・産業保健スタッフ

支援機関の両立支援コーディネーター
・社会保険労務士
・産業カウンセラー
・キャリアコンサルタント

医療機関の両立支援コーディネーター
・医療ソーシャルワーカー
・看護師

※関係者との調整を行うに当たっては、両立支援コーディネーターは、事業場に対して支援対象者の代理で交渉行為を行う
ものではないので、留意する必要がある。

※今年度、京都市内において養成講習を開催予定。

働き方改革実行計画目標：両立支援コーディネーターを2020年度までに2,000人養成する
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https://3.bp.blogspot.com/-O0mchradsMo/VwIgUXTY1LI/AAAAAAAA5aw/9Y3Gz_AOy9sAS_OrM09_ORHwOmrexf7oQ/s800/medical_seishinka_woman.png


京都府地域両立支援推進チーム（協議会）

○両立支援に係る各機関の取組の実施状況の共有
○各機関の取組に係る相互の周知協力
○相談窓口の支援連携に係る各機関の役割分担及び連絡先一覧作成
○地域の実情に応じた周知啓発（パンフレットの作成等）
○その他

設置趣旨

治療と職業生活の両立支援を効果的に進めるため、各都道府県の自治体等関係者とネッ
トワークを構築し、既に行われている両立支援に係る取組を効果的に連携させ、両立支援
の取組の推進を図ることを目的とする。

事務局

京都労働局労働基準部健康安全課

メンバー

協議内容例

京都労働局労働基準部長、健康安全課、職業安定部職業安定課、京都府、京都市

京都府医師会、京都大学医学部附属病院、京都府立医科大学附属病院、京都産業保健総合支
援センター、日本労働組合総連合会京都府連合会、京都地方労働組合総評議会、京都労働基準
協会、京都府社会保険労務士会、日本医療社会福祉協会、日本産業カウンセラー協会、日本
キャリア開発協会 （今後拡充する予定）
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・今年度の助成金の窓口は、産業保健総合支援センターになりました。
・令和元年度内に一部改訂を予定しています。
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その他 ① 厚生労働省のホームページに掲載されています。
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その他 ② 厚生労働省のホームページに掲載されています。



その他 ③ 京都で初の全国産業安全衛生大会を開催
（２０１９年１０月２３日～２５日）



ご清聴ありがとうございました。

ご安全に。

京都労働局


